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１ 社会保障支出は増大 しかし困窮問題は依然深刻 

子どもの貧困率（ユニセフ ２０１３）      日本 １４・９ オランダ ５・９ 
女性の貧困率（ Gornick & Jantti )            日本 １２・６ オランダ ４・６ 
高齢者の貧困率（ＯＥＣＤ ２０１０）   日本 １９・４ オランダ １・４ 



２ 勤労所得（当初所得）での落ち込みを社会保障がカバーしきれない 



３ ３つの困窮 共倒れの拡大 

高齢世代の老後破産  
 
                     「年金依存同居」の共倒れ           
非正規・単身の現役世代 
の困窮  
                     一人親世帯の共倒れ 
 
子どもの貧困   
 
    

 

いい 

現行の教育・雇用・社会保障の制度不適合 



４ かつての「貧乏」と今日の「困窮」 
 
 

＊「連帯」ではなく、「孤立」 
 
＊「希望」ではなく、「諦観」  
 
＊「活力」ではなく、「停滞」 
 

孤立が困窮（感）を逆に強める 「頼れる人がいない」男性独
居 ２４・４％ 女性独居 ９・２％ 「家計苦しい」男性独居 
３２・３％ 女性独居 ２３・９％ （内閣府 ２００９年）  

 



地域持続の困難    

女性・現役世代 
・子どもの困窮 

高齢化の新段階 

若年女性の首都圏流入・困窮化 高齢化と現役世代減少 
後期高齢者の都市部集中 

「支える側」が力を発揮できない 

５ ３つの困窮の進行で地域が持続困難に  



 
教育 

 

劣化した雇用 

失業・離職 

  社会保障（加齢・
体とこころの 
弱まり） 

家族 

６ 劣化した雇用での総活躍 
   「仕事部屋」への包摂 



 
教育 

 

雇用の 
質的強化 

失業・離職 

  社会保障（加齢・
体とこころの 
弱まり） 

家族 

 
 

 

Ⅰ 

７ 「４ＬＤＫ社会」への参加と包摂 
  

Ⅱ 

Ⅲ 

Ⅳ 

高等学校無償化 
所得連動型奨学金など 
 
 

就学前教育 幼保一体化 
「新こども手当」  
育児休業手当改革など 

積極的労働市場政策など 

地域包括ケアの 
包括化など 



  旧来型の政治対抗     共生社会ビジョン 

 前提  「支える側」と「支えられる側」 
 という二分法 
  

 二分法の終わり  

 政治的立場  「支える側」による成長 
   （新自由主義）  
 「支えられる側」を保護 
   （旧リベラル） 
 伝統的「支え合い」を保持 
   （保守主義） 
 

  「支え合い」を「支える」 
 （保守の要素とリベラル 
  の要素の統合）  

経済成長  「支える側」への動員  雇用を含めた「支え合い」を質
的に高めて活力引き出す 

８ リベラルか保守か？ 


